覚　　　　　書

　神奈川県立西部総合職業技術校長　〇〇　〇〇（以下｢甲｣という。）と（企業名）○○○○　（代表者役職名・氏名）○○　○○（以下「乙」という。）とは、企業実習として実施する企業活用型訓練である就労型実習について、日本版デュアルシステム（専門課程・普通課程活用型）実施要領準則第３、３（８）により、訓練生と乙との間で締結する｢日本版デュアルシステム雇用契約｣に併せ、次のとおり覚書を取り交わすものとする。

１　訓練目標

· 職務遂行のための基本的能力を習得する。

· 業務を通じて実践的な技能等を習得する。

２　従事させる業務内容

· ○○○○に関する業務
○○○○に関する作業
○○○○に関する作業
○○○○に関する作業
３　訓練計画の策定に関する事項

· 企業実習訓練計画書（別紙１）のとおり

４　禁止事項

· 過度の危険を伴う業務へ関与させない。

· 過度の超過勤務をさせない。

· 知り得た訓練生の個人情報をみだりに他人に知らせてはならない。

５　訓練終了後の雇用に関する事項

· 訓練期間終了後、乙と訓練生との間で協議の上決定する。

６　訓練生の管理指導に関する事項

· 乙は訓練目標に応じた業務を適切に実施するため、担当の管理者を定める等体制の整備に努める。

７　報告が必要な事項

· 出勤状況（別紙2）、企業実習日誌（別紙3）、職業能力証明（訓練成果･実務成果）シート（企業実習・ＯＪＴ用）（別紙4）のとおり

· 訓練中に受けた災害（別紙5）「災害発生時の連絡網」のとおり
８　訓練の実施が困難になった場合の取り扱い

· その都度協議の上処理する。
９　その他の事項

· この覚書に定めのない事項については、その都度甲乙協議の上定めるものとする。

　上記取り決めを証するため、この覚書2通を作成し、甲乙記名押印の上、各自1通を保有するものとする。

令和○年○月○日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲　秦野市桜町２-１-３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　神奈川県立西部総合職業技術校

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　校　長　　　○○　　○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙　○○市○○１-１-１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（企業名）○○○○　

（代表者役職名・氏名）○○　○○
